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２．一般会計 

（１）決算の状況 

   令和４年度の決算は、次のとおりである。 

円

円

円

歳 入 38,652,874,102

歳 出 37,312,341,091

歳 入 歳 出 差 引 額 1,340,533,011  

     

   過去５年間の決算収支状況は、次のとおりである。 

歳入歳出差引額から、その中に含まれている翌年度繰越財源 301,290 千円及び事業繰越額

2,896 千円を控除した実質収支額は、 1,036,347 千円の黒字決算となっている。本年度の単

年度収支額は、実質収支額から前年度実質収支額 958,627 千円を差し引き 77,720 千円の黒

字となっている。 

この中には、黒字要素(財政調整基金積立額、市債繰上償還額)が含まれるので、これらを

加減した実質単年度収支額は 1,522,072 千円の黒字である。 

決算収支状況　　　　　　 　 （単位：千円）

実 質 単 年 度
収 支 額

△ 308,444 448,565 1,230,720 1,499,715 1,522,072

積 立 金取 崩額 550,000 0 0 0 0

繰 上 償 還 金 0 417,375 980,987 1,480,817 1,421,147

積 立 金 72,890 44,996 271,916 23,258 23,205

単 年 度収 支額 168,666 △ 13,806 △ 22,183 △ 4,360 77,720

実 質 収 支 額 998,976 985,170 962,987 958,627 1,036,347

事 業 繰 越 額 584 481 496 2,811 2,896

翌年度へ繰り越
す べ き 財 源

1,291,550 556,925 545,436 750,791 301,290

歳 入 歳 出
差 引 額

2,291,110 1,542,576 1,508,919 1,712,229 1,340,533

歳 出 38,658,325 39,669,297 44,739,630 40,701,928 37,312,341

歳 入 40,949,435 41,211,873 46,248,549 42,414,157 38,652,874

区 分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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（２）財政構造 

   財政構造については、地方財政状況調査(普通会計)をもとに算定すると次のとおりである。

なお、全国類似都市における平均指数は、総務省調査資料による。 

      ※令和４年度の「類似団体平均」は、現時点において参照あるいは算出できる資料等がないため記載していない。 

 

財政力指数は、財政上の能力を

示すもので「1.0」に近いほど財政

力が強い。（当該年度を含む過去

３年間の平均値） 

本年度の財政力指数は 0.51 

で 0.01 ポイント減少した。類

似都市平均を上回る水準ではあ

るものの、令和２年度以降２年連

続で減少（＝悪化）している。 

 

 経常収支比率は、財政構造の

弾力性を示す指標であり、財政分

析において重視される。この比率

が低いほど財政に弾力性がある

ことを示しており、70%～80％が

標準とされる。 

本 年 度 の 経 常 収 支 比 率 は  

92.2 ％と、前年度と比較し 5.9 

ポイント増加（＝悪化）している。 

 

実質公債費比率は、公債費によ

る財政負担の程度を示すもので

あり、18%以上の団体は起債の許

可が必要となり、25%を超えると

単独事業の起債が認められなく

なる。本年度の実質公債費比率（当該年度を含む過去３年間の平均値）は 8.6 %と、前年度と

比較し 0.6 ポイント減少（＝改善）しており、単年度で比較すると 1.0 ポイント増加（＝悪

化）（R2 9.3 %、R3 7.9 %、R4 8.9 %）している。実質公債費比率の状況としては減少傾向に

あるが、これは継続して行われている繰上償還により、繰上償還額等を除いた元利償還金の額

が減少したことによるものである。公債費の財政負担を軽減し、財政の健全化を推進するため

にも、引き続き交付税措置率の高い市債の選択や積極的な繰上償還の活用を行うことで、実質

公債費比率を改善されることを期待する。 
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（３）歳入の状況（審査資料２～４参照） 

 

ア 歳入の決算状況の概要  

令和４年度の歳入状況は、審査資料２「一般会計款別歳入一覧表」のとおりである。 

円 （令和３年度 円）

円 （令和３年度 円）

円 （令和３年度 円）

円 （令和３年度 円）

円 （令和３年度 円）収 入 未 済 額 1,000,389,294

収 入 済 額 38,652,874,102

不 納 欠 損 額 16,279,498

43,453,599,048

42,414,156,834

6,930,234

1,032,511,980

予 算 現 額 42,875,000,000

調 定 額 39,669,542,894

48,212,721,000

 

収入済額の予算現額

に 対 す る 割 合 は 

90.2 %、前年度の 88.0 %

より 2.2 ポイント増加

し、調定額に対しては 

97.4 %、前年度の 97.6 %

より 0.2 ポイント減少

した。 

決算額（＝収入済額）

は、前年度と比較し 

3,761,283 千円減少し

ている。 

次に、歳入決算を自主

財源と依存財源別にみると、次のとおりである。 

歳入決算(財源別) （単位：千円・％）

81.5令和４年度 16,417,121 42.5 120.1 22,235,753 57.5

116.5

令和３年度 15,402,886 36.3 112.7 27,011,271 63.7 99.0

令和２年度 14,483,942 31.3 105.9 31,764,607 68.7

100.0

令和元年度 15,004,300 36.4 109.7 26,207,572 63.6 96.1

増減比
(H30年度=100) 決　算　額 構成比

増減比
(H30年度=100)

平成３０年度 13,672,094 33.4 100.0 27,277,341 66.6

区      分
自　　　主　　　財　　　源 依　　　存　　　財　　　源

決　算　額 構成比

  

 

収支決算については審査資

料３、財源別決算については審

査資料４に示すとおりである。 

自主財源については、前年度

に受け入れていた平成２９年７

月九州北部豪雨の施設被災に対

する災害共済金等の諸収入が減

少しているが、ふるさと応援寄

附金等の寄附金、固定資産税等

の市税、地域振興基金繰入金や

公共施設等整備基金繰入金等の

繰入金が増加し、多くの自主財

源が増加している。 
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一方、依存財源については、災害復旧費国庫負担金等の国庫支出金、災害復旧費補助金等の

県支出金、過年発生道路橋りょう補助災害復旧事業債等の市債等多くの依存財源が大幅に減少

している。依存財源割合については、前年度より 6.2 ポイント減少しており、減少傾向にあ

るが依然として高い。自主財源の多寡は、行政活動の自主性、安定性を担保するものであるた

め、今後も更なる確保努力を期待する。 

 

イ 款別歳入決算状況 

 

第１款  市  税 （審査資料２～５参照） 

円

円

円

円

円

収 入 済 額 7,249,707,991

不 納 欠 損 額 15,128,898

収 入 未 済 額 869,352,366

予 算 現 額 7,041,566,000

調 定 額 8,134,189,255

 (※収入済額には還付未済額を含む。) 

 

市税収入済額の予算現額に対する割合は 103.0 %、調定額に対する割合は 89.1 %で、市税

収入済額は前年度と比較し 291,007 千円増加している。この主な要因は、固定資産税が 

188,608 千円及び市民税が 53,103 千円、たばこ税が 35,295千円増加する等、いずれの税目

も増加したことによる。 

過去３年間の税目毎の比較は、次のとおりである。 

税目毎の比較 （単位：千円・％）

8,134,189 7,249,708 89.1

22,797 22,797 100.0

合 計 7,979,202 7,042,628 88.3 7,864,929 6,958,701 88.5

481,380 481,380 100.0

入 湯 税 15,969 15,969 100.0 17,003 17,003 100.0

242,368 229,264 94.6

た ば こ 税 423,173 423,173 100.0 446,085 446,085 100.0

4,666,184 3,873,634 83.0

軽 自 動 車 税 231,325 215,614 93.2 235,113 221,058 94.0

2,721,460 2,642,633 97.1

固 定 資 産 税 4,556,257 3,717,480 81.6 4,500,041 3,685,025 81.9

調定額 収入済額 収入率

市 民 税 2,752,478 2,670,392 97.0 2,666,686 2,589,529 97.1

区　　　　分
令和２年度 令和３年度 令和４年度

調定額 収入済額 収入率 調定額 収入済額 収入率

 

 

第２款  地方譲与税 

円

円

円収 入 済 額 325,183,000

予 算 現 額 332,560,000

調 定 額 325,183,000

 

 

収入済額の予算現額に対する割合は 97.8 %、前年度と比較し 7,204 千円増加している。 

 

第３款  利子割交付金 

円

円

円収 入 済 額 1,490,000

予 算 現 額 3,000,000

調 定 額 1,490,000

  

 

   収入済額の予算現額に対する割合は 49.7 %、前年度と比較し 1,323 千円減少している。 
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  この収入は、県が収納した県民税利子割の 59.4 %相当額を個人県民税額で按分して交付され

たものである。 

第４款  配当割交付金 

円

円

円

調 定 額 24,039,000

収 入 済 額 24,039,000

予 算 現 額 19,000,000

 

 

   収入済額の予算現額に対する割合は 126.5 %、前年度と比較し 4,346 千円減少している。 

  この収入は、県が収納した県民税配当割の 59.4 %相当額を個人県民税額で按分して交付され

たものである。 

 

第５款  株式等譲渡所得割交付金 

円

円

円収 入 済 額 19,982,000

予 算 現 額 26,000,000

調 定 額 19,982,000

 

 

収入済額の予算現額に対する割合は 76.9 %、前年度と比較し 13,158 千円減少している。 

この収入は、県が収納した県民税株式等譲渡所得割の 59.4 %相当額を個人県民税額で按分

して交付されたものである。 

 

  第６款  法人事業税交付金 

円

円

円収 入 済 額 139,870,000

予 算 現 額 152,000,000

調 定 額 139,870,000

 

 

収入済額の予算現額に対する割合は 92.0 %、前年度と比較し 2,591 千円増加している。 

この収入は、本来県が収納した法人事業税の 7.7 %相当額を当該市町村の従業者数で按分

して交付されるものである。ただし、導入後の経過措置として、今年度は法人税割３分の１、

従業者数割３分の２の計算で按分し交付された。 

 

第７款  地方消費税交付金 

円

円

円収 入 済 額 1,273,455,000

予 算 現 額 1,242,000,000

調 定 額 1,273,455,000

 

 

   収入済額の予算現額に対する割合は 102.5 %、前年度と比較し 25,652 千円増加している。 

この収入は、地方消費税（都道府県税）のうち２分の１相当額を、人口及び事業所の従業

者数で按分して交付されたものである。 
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第８款  ゴルフ場利用税交付金 

円

円

円

調 定 額 19,469,800

収 入 済 額 19,469,800

予 算 現 額 10,000,000

 

   収入済額の予算現額に対する割合は 194.7 %、前年度と比較し 5,517 千円減少している。 

  この収入は、ゴルフ場の所在する市町村に対し、県が収納した当該市町村に所在するゴルフ

場のゴルフ場利用税１０分の７相当額が交付されたものである。 

 

第９款  環境性能割交付金 

円

円

円

予 算 現 額 54,000,000

調 定 額 42,625,000

収 入 済 額 42,625,000  

 

収入済額の予算現額に対する割合は 78.9 %、前年度と比較し 6,799 千円増加している。 

この収入は、地方道路の整備財源として、県が収納した自動車税（環境性能割）の 40.85 %

相当額を市道の延長及び面積で按分して交付されたものである。 

 

第１０款 地方特例交付金 

円

円

円収 入 済 額 42,025,000

予 算 現 額 35,000,000

調 定 額 42,025,000

 

 

収入済額の予算現額に対する割合は 120.1 %、前年度と比較し 133,246 千円減少している。 

この主な要因は、固定資産税及び都市計画税の軽減措置への減収補塡を目的として新設され

た、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金が 125,262 千円減少したこと

による。その他の収入は、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う減収を

補塡するため、住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として交付されたものが挙げられる。 

 

第１１款 地方交付税 

円

円

円収 入 済 額 8,220,786,000

予 算 現 額 7,701,690,000

調 定 額 8,220,786,000

 
 

収入済額の予算現額に対する割合は 106.7 %、前年度と比較し 246,143 千円減少している。 

その内、特に普通交付税においては前年度と比較し 176,772 千円と大きく減少している。 
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この減少の主な要因は、普

通交付税の算定の基礎とな

る基準財政需要額の対象項

目である補正予算債や緊急

防災・減債事業債等のいくつ

かの地方債について償還が

終了したことで、基準財政需

要額が減少したことによる。 

地方交付税の歳入総額に

占める割合は、 21.3 %（前

年度比 1.3 ポイント増）と

最も大きく、市税 18.8 %、

国庫支出金 15.3 %と共に重

要な財源の一つである。な

お、地方交付税の推移（右図）

及び地方交付税の内訳（下表）は表記のとおりである。 

地方交付税の内訳 （単位：千円・％）

令和４年度 6,701,690 1,519,096 8,220,786 84.6

令和２年度 6,110,975 2,754,884 8,865,859 91.2

令和３年度 6,878,462 1,588,467 8,466,929 87.1

平成３０年度 5,760,606 3,958,298 9,718,904 100.0

令和元年度 5,779,909 3,020,866 8,800,775 90.6

区 分 普通交付税 特別交付税 合　計
増減比

(H30年度=100)

 
 

第１２款 交通安全対策特別交付金 

円

円

円

調 定 額 8,758,000

収 入 済 額 8,758,000

予 算 現 額 10,000,000

 

 

収入済額の予算現額に対する割合は 87.6 %、前年度と比較し 1,086 千円減少している。こ

の収入は、交通事故防止対策の一環として、交通安全施設を整備するため、交通事故件数、人

口集中地区及び改良済道路延長を基準に国から交付されたものである。 

 

第１３款 分担金及び負担金 

円

円

円

円

円

不 納 欠 損 額 0

収 入 未 済 額 1,636,350

調 定 額 157,638,640

収 入 済 額 156,002,290

予 算 現 額 181,918,000

 
 

   収入済額の予算現額に対する割合は 85.8 %、調定額に対する割合は 99.0 %、前年度と比較

し 4,851 千円増加している。この主な要因は、児童福祉費負担金が 15,444 千円減少したも

のの、農業費分担金が 17,826 千円、土木費負担金が 3,820 千円 増加したことによる。 

また、収入未済額は、児童福祉費負担金 1,636 千円である。 
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第１４款 使用料及び手数料 

円

円

円

円

円

不 納 欠 損 額 0

収 入 未 済 額 45,497,775

調 定 額 457,576,363

収 入 済 額 412,078,588

予 算 現 額 413,293,000

 
    

収入済額の予算現額に対する割合は 99.7 %、調定額に対する割合は 90.1 %、前年度と比較

し 4,765 千円増加している。この主な要因は、公立保育所使用料をはじめとする民生使用料

が 2,870 千円減少したものの、過年度分の収入額増加や池の迫団地の入居開始に伴い市営住

宅使用料が 4,703 千円、市民センター使用料の増加に伴い社会教育使用料が 3,535 千円増加

したことによる。 

また、収入未済額の主なものは、市営住宅使用料 42,466 千円である。 

 

  第１５款 国庫支出金 

円

円

円

調 定 額 5,909,485,125

収 入 済 額 5,909,485,125

予 算 現 額 6,865,576,000

 

 

収入済額の予算現額に対する割合は 86.1 %、前年度と比較し 2,046,743 千円減少してい

る。この主な要因は、社会資本整備総合交付金が 60,197千円増加したものの、災害復旧費負

担金が 1,607,290 千円、子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金が 190,397 千円減少する

等、臨時的な国庫支出金が減少したことによる。 

 

第１６款 県支出金 

円

円

円

調 定 額 3,883,098,042

収 入 済 額 3,883,098,042

予 算 現 額 5,087,147,000

 

 

収入済額の予算現額に対する割合は 76.3 %、前年度と比較し 950,155 千円減少している。

この主な要因は、急傾斜地崩壊対策事業費補助金等の土木費補助金が 27,478 千円増加したも

のの、農業用施設災害復旧費補助金が 680,754 千円、林業用施設災害復旧費補助金が 210,161 

千円減少したことによる。 

 

第１７款 財産収入 

円

円

円

調 定 額 86,037,307

収 入 済 額 86,037,307

予 算 現 額 82,253,000

 

 

   収入済額の予算現額に対する割合は 104.6 %、前年度と比較し 11,770 千円減少している。

この主な要因は、利子及び配当金が 10,946 千円減少したことによる。 
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第１８款 寄附金 

円

円

円

調 定 額 2,949,324,581

収 入 済 額 2,949,324,581

予 算 現 額 3,005,340,000

 

 

収入済額の予算現額に対する割合は 98.1 %、前年度と比較し 448,880 千円増加している。

この主な要因は、総務費寄附金が 46,974 千円減少したものの、ふるさと応援寄附金が 

490,425 千円、増加したことによる。なお、ふるさと応援寄附金については、令和元年度 

1,600,919 千円、令和２年度 2,264,713 千円、令和３年度 2,438,052 千円、令和４年度 

2,928,478 千円と毎年度増加している。 

 

第１９款 繰入金 

円

円

円

調 定 額 3,219,314,039

収 入 済 額 3,219,314,039

予 算 現 額 4,885,619,000

 

 

   収入済額の予算現額に対する割合は 65.9 %、前年度と比較し 247,002 千円増加している。

この主な要因は、基金繰入金 248,113 千円が増加したことによる。 

   収入済額の内訳は、基金繰入金 3,215,385 千円、秋月財産区繰入金 1,318 千円、後期高齢

者医療特別会計繰入金 2,464 千円、住宅新築資金等貸付特別会計繰入金 147 千円である。 

   

第２０款 繰越金 

円

円

円

調 定 額 1,712,228,884

収 入 済 額 1,712,228,884

予 算 現 額 1,712,228,000

 

 

   収入済額の予算現額に対する割合は 100.0 %、前年度と比較し 203,310 千円増加している。 

収入済額の内訳は、純繰越金 961,438 千円、繰越事業費等充当財源繰越金 750,791 千円で

ある。 

   

第２１款 諸収入 

円

円

円

円

円

不 納 欠 損 額 1,150,600

収 入 未 済 額 83,902,803

調 定 額 717,480,858

収 入 済 額 632,427,455

予 算 現 額 505,155,000

 
    

収入済額の予算現額に対する割合は 125.2 %、調定額に対する割合は 88.1 %、前年度と比

較し 173,810 千円減少している。この主な要因は、前年度に平成２９年７月九州北部豪雨で

被災した松末小学校や比良松中学校、市営住宅久喜宮団地等の施設に対する災害共済金を受け

入れていたことにより、雑入が 173,597 千円減少したことによる。 

収入の主なものは、中小企業融資資金貸付金元利収入 107,000 千円、雑入 458,455 千円で

ある。 
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また、本年度の不納欠損額は 1,151 千円で、前年度と比較し 1,040 千円増加しており、こ

の内訳は、生活保護費返還金及び徴収金 1,143 千円、児童手当等給付費返還金 8 千円であ

る。 

 

第２２款 市債 

円

円

円

調 定 額 2,325,487,000

収 入 済 額 2,325,487,000

予 算 現 額 3,509,655,000

 
 

収入済額の予算現額に対する割合は 66.3 %、前年度と比較し 1,416,047 千円減少してい

る。この主な要因は、土木債が 65,385 千円、消防債が 63,900 千円増加したものの、災害復

旧事業債が 397,463 千円、民生債が 244,147 千円減少したことによる。収入の主なものは土

木債 659,773 千円、総務債 474,366 千円である。 

 

ウ 市税・市税外の収入未済額、不納欠損額 

 

（ア）市税 

 

本年度の市税の不納欠

損額は 15,129 千円で、

その内容は次のとおりで

ある。処分の対象になった

のは無財産、生活困窮によ

り担税力をなくしたもの、

または居住不明等で徴収

不能となり、一定期間を経

過したものであり、前年度

と比較し 8,310 千円増加

している。特に市民税や固

定資産税の不納欠損額が

大きく増加しているが、市

民税の欠損については執行停止を行っていた個別の高額案件による影響である。件数は 606 

件であり、前年度と比較し 200 件減少している。過去５年間を見ると、不能欠損に至る対象

件数は減少し続けている。 

市税は本市歳入の根幹をなすものであり、財源確保と同時に税負担の公平を期すため、金額

の多寡にかかわらない徴収事務の遂行が必要である。関係職員のなお一層の努力を期待する

ものである。 

（単位：件・円）

件数 件数 件数 件数

34 53 45 9

1 0 3 0

261 23 63 18

24 43 25 4

0 0 0 0

320 119 136 31

不納欠損額内訳

区　 分

時効完成
による欠損

執 行 停 止 後
３ 年 経 過
に よ る 欠 損

納 付 義 務 の 消 滅
に よ る 欠 損

執 行 停止 期間 中の
時効完成による欠損

合　　　計

8,318,022

市 民 税 ( 法 人 ) 50,000 0 71,569 0 4 121,569

市 民 税 ( 個 人 ) 677,160 566,450 396,313 6,678,099 141

金　　額 金　　額 金　　額 金　　額 件数 金　　額

0

合　　　計 2,821,260 833,678 2,227,561 9,246,399 606 15,128,898

入 湯 税 0 0 0 0 0

6,175,379

軽 自 動 車 税 142,500 194,928 147,200 29,300 96 513,928

固 定 資 産 税 1,951,600 72,300 1,612,479 2,539,000 365

 

  

1,178件
1,084件

872件
806件

606件

1億38万円

3,338万円

1,127万円 682万円
1,513万円

H30 R1 R2 R3 R4

不
納
欠
損
額

件
数

不納欠損件数及び不納欠損額の推移

件 数 金 額
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（イ）市税外収入 

 

過去３年間の市税外収入での収入未済及び不納欠損の状況は、次のとおりである。 

収入未済については、民生使用料、児童福祉費負担金、災害資金貸付金元利収入等において

減少傾向にあるが、市営住宅使用料等において増加傾向である。また、簡易水道使用料につい

ては本年度から櫨畑・万願寺・桑原簡易水道を一般会計方式で運営を行っているため、調定額

及び未納額がいずれも増加している。市税外収入未済総額は 2,067 千円減少している。雑入

においては本年度 1,288 千円減少しているが、そのうち生活保護費返還金及び徴収金の収入

未済額は 65,318 千円と依然多額である。 

公金であること、また、財源の確保と公平性を期すためにも、収入未済額の解消になお一層

の徴収努力を望むものである。 

 

市税外の収入未済及び不納欠損状況 （単位：千円）

※　収入未済額には還付未済額を含まない。

不納欠損額 調定額 収入未済額 不納欠損額区 分 （ 節 ） 調定額 収入未済額 不納欠損額 調定額 収入未済額

区 分 （ 款 ） 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1,636 04,541 0 153,718 2,567 0 157,63913　分担金及び負担金 145,520

60,627

児 童 福 祉 費 負 担 金 102,220 4,366 0 106,992

0 0

00 9,080 19 0 6,375 0
農 業用 施設 災 害復 旧費

分 担 金
11,297 175

2,548 0 90,637 1,636 0

0 0

99,737 83,331
う ち 収 入 未 済

相 当 分

32,003 0 0 37,646そ の 他

0 452,382 45,069 0 457,576 45,49814　使用料及び手数料 465,525 42,306

33,735 494 0 30,728 357 0民 生 使 用 料 58,951 1,106 0

38,965 0

10 0

0

175,257 42,143 0 180,283 42,466 0

229 3 0 710 48 0

2,477 1,720 0 2,481 1,734 0

176 91

市 営 住 宅 使 用 料 172,018

市 営 住 宅 駐 車 場 等

使 用 料
6,187

簡 易 水 道 使 用 料

（ 市 営 住 宅 ）
226

市 営 、 県 営 住 宅

浄 化 槽 使 用 料
2,494 1,742 0

802 0407 0 7,336 632 0 7,484

0163 75 0 180 75 0市 営 住 宅 倉 庫 使 用 料

0 233,168 2 0 235,714 0そ の 他 225,486 1

85,468 111 717,481 83,903

0

0 710 0 0
高 等 学 校 等 奨 学 金

償 還 金
617 141 0 1,700 133

5,418 716 0 5,274

624 111 1,151

380,901 65,051 624

1,151

災 害 資 金 貸 付 金

元 利 収 入
2,032 860 0

21　諸収入 553,654 66,052 624 891,816

0

1,164,699 112,899 624 1,497,916

66,321 31 74,726 65,318 1,143

170,104 0 0 167,916

1,151

572 0

84,619 111 542,937 83,331 1,151

78,599 64,026 556 74,010

合　　　計

そ の 他

雑入

133,104 111 1,332,696 131,037

0 0 168,560 0

うち生活保護費返

還金及び徴収金

総 額

81,024 65,051 97,608 84,619

716,782

 


